
第 6 下水道に関する事項（第 18条関係） 

1 公共の用に供する排水施設の設計原則 

(1) 排水計画については、開発区域内の土地の形状、予定建築物の用途及び計画降

雨量等から想定される汚水及び雨水を効率的に排水するものとする。 

(2) 開発区域内の汚水及び雨水の排除方法については、本市下水道計画に基

づくものとする。 

2 排水施設の協議基準 

(1) 排水先の確認 

開発行為により生じる雨水及び汚水の排水については、開発区域外からの

流入を含め放流先までの経路を現地で確認すること。 

(2) 現況調査 

ア 放流先が下水道管きょである場合は、放流地点を中心に上流、下流のマ

ンホールの位置を確認し、その延長、地盤高、管底高、流水面、管径、材

質、マンホールの構造等を各々測定し、縦断図面を作成すること。 

イ 開発区域と前項の地点までの距離が相当長い場合は、20m 毎の測点で設

計縦断図面を作成し、又宅地造成計画がある場合は、計画地盤高も記入す

ること。なお、測点 20m 毎の外にマンホール設置予定位置及び開発区域の

始終点についても必ず測定すること。 

(3) 関係機関との調整 

ア 開発区域から排除される雨水及び汚水については、放流先の水路及び下

水道管の管理者、又は管理団体と十分協議し設計すること。 

イ 開発区域から放流先までの間に地下埋設物がある場合は、地下埋設物の

位置、種類、管径等を調査すること。 

ウ 開発区域及び開発区域に接して市道、里道、水路等がある場合は、官民

境界明示の指令書など、境界を明確に示す書類を添付すること。 

3 計画下水量の算定 

(1) 計画汚水量は、次の各号を基準として定めるものとする。 

ア 計画人口 

昼間人口の増加を勘案し開発区域の飽和人口密度に基づいて定める。 

イ 工場排水量 

井戸水、河水等を使用し、かつ多量の排水を排出する工場については、

個々に排水量を調査し、将来の排水量を見込んで定める。 

ウ 計画時間最大汚水量 

寝屋川南部流域（柏原地区）      685ℓ/人・日 

大和川下流東部流域（国分地区）    685ℓ/人・日 

※最新の下水道法事業計画書に基づくものとする。 



(2) 余裕 

計画下水量に対しては、余裕を見込むものとする。 

 

ア 汚水管きょについては、下表の余裕を見込むものとする。 

管きょの内径 余裕 

700mm未満 計画下水量の 100％ 

700㎜以上 1,650mm未満 計画下水量の 50％以上 100％以下 

1,650mm以上 3,000mm以下 計画下水量の 25％以上 50％以下 

 

イ 雨水管きょについては、地域特性を考慮し多少の余裕を見込む。 

 

(3) 計画雨水流量の算定 

下水排除方式については、合流式と分流式があるので調査を行うこと。 

ア 雨水流出量の算定方式は、原則として合理式とする。 

【雨水流出量】 
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Ｑ：雨水流出量（m3/s） 

Ｃ：流出係数（0.6とする） 

Ｉ：降雨強度（mm/h） 

Ａ：排水面積（ha） 

ｔ：流達時間（分） 

Ｌ：最延長距離（m） 

Ｖ：管内平均流速（m/s） （1.5m/sとする） 



(4) 流速断面の決定 

ア 管きょの場合、クッターの公式を使用（参考資料参照） 
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Ｑ：流量（m3/s） 

Ａ：流水の断面積（m2） 

Ｖ：流速（m/s） 

ｎ：粗度係数（硬質塩化ビニル管：0.010、ヒューム管：0.013） 

Ｒ：径深（m）（＝Ａ/Ｐ） 

Ｐ：流水の潤辺長（m） 

Ｉ：勾配 

 

イ 開きょの場合、マニングの公式を使用 

𝑄 =  𝐴 ∙ 𝑉 

 

V =  
1

n
∙ R

2
3 ∙ I

1
2 

Ｑ：流量（m3/s） 

Ａ：流水の断面積（m2） 

Ｖ：流速（m/s） 

ｎ：粗度係数（U型トラフ：0.014、現場打コンクリート：0.015） 

Ｒ：径深（m）（＝Ａ/Ｐ） 

Ｐ：流水の潤辺長（m） 

Ｉ：勾配 

 

 



4 設計施行要領 

(1) 設計基準 

ア 計画汚水管及び計画雨水管については、計画汚水量及び計画雨水量を

考慮して定めるものとする。 

イ 流速は、下流に行くに従い漸増させ、勾配は下流に行くに従い緩やか

とする。 

(ｱ) 汚水管の流速は、計画下水量に対し流速を最小 0.6m/s から最大

3.0m/s とする。 

(ｲ) 雨水管及び合流管の流速は、計画下水量に対し流速を最小 0.8m/s か

ら最大 3.0m/s とする。 

(ｳ) 排水管の最小管径について汚水管は、硬質塩化ビニル管を使用する

場合は 200mm とし、ヒューム管を使用する場合は 250mm とする。雨水管

及び合流管は 250mm とする。ただし、取付管にあっては、150mm 以上と

する。 

(ｴ) 合流式区域の場合で、公共下水道管を使用する場合は、街きょ桝は

防臭措置を講じること。 

(2) 管きょは原則としてヒューム管又は硬質塩化ビニル管を使用すること。 

(3) 管きょの基礎 

ア 剛性管きょの基礎 

ヒューム管等の剛性管きょには、条件に応じて、砂、砕石、はしご（梯

子）胴木、コンクリート等の基礎を設けること。 

なお、支承角は 180°とする。 

イ 可とう性管きょの基礎 

硬質塩化ビニル管等の可とう性管きょは、原則として自由支承の砂又は

砕石基礎を設けること。 

なお、支承角は 360°とする。 

※管きょの基礎は構造計算を行い、確認を行うものとする。 

 

  



(4) 管きょの土被り 

公道及び将来公道となる道路に管きょを布設する場合、管径が 300㎜以下のダ

クタイル鋳鉄管、ヒューム管（外圧 1種、2種管）、強化プラスチック複合

管、硬質塩化ビニル管の埋設に際しては、下記の土被りを確保すること。これ

らの管種以外のものや、管径が 300㎜を超える管きょを用いる場合において

は、下水道管理者及び道路管理者等と協議の上、決定する。 

種別 土被り 

本管 
当該道路の舗装の厚さに 0.3m を加えた値（当該値が

1m に満たない場合には 1m）以下にしないこと 

取付管 

車道 
当該道路の舗装の厚さに 0.3m を加えた値（当該値が

0.6m に満たない場合には 0.6m）以下にしないこと 

歩道 

0.5m 以下にしないこと 

ただし切り下げ部があり、0.5m 以下となるときは、

あらかじめ十分な強度を有する管路等を使用する場

合を除き、防護措置が必要 

※ヒューム管（外圧 1種）を用いる場合には、当該下水道管と路面の距離は 1m 以下としないこと。 

なお、上記以外の場合においては、下水道管理者及び道路管理者等と協議

を行うこと。 

(5)マンホール 

ア マンホールは、管きょの方向、勾配､管径の変化する箇所、段差が生じ

る箇所及び管きょが会合する箇所に設ける。 

イ マンホールは、管きょの直線部においても次表の範囲内の間隔をもっ

て設ける。 

管径 最大間隔 

300mm以下 50m 

600mm以下 75m 

ウ 合流管及び汚水管について、管底差が 0.6m 以上の落差がある場合は、

原則として内側に副管を設けること。 

本管径(mm) 200 250～400 450 

副管径(mm) 150 200 250 

なお、2号マンホール未満の場合は、原則として省スペース型の内副管継手の 

採用を検討すること。 

エ 足掛け金物は、耐腐食性の樹脂被膜製品を使用し 30cm 間隔で設置する

ものとする。 

 

  



オ マンホールの種類は、原則として、組立マンホールを使用するものと

する。マンホール蓋については、柏原市型マンホール蓋（原則として T-

25）を使用するものとする。なお、市に帰属又は寄付される場合は柏原

市章を入れる。マンホール蓋は、下流方向に開けるよう設置すること。 

カ マンホールと本管の接続については、可とうマンホール継手を設置するこ

と。 

(6) 雨水桝 

ア 数量･････道路片側につき原則として 20m 毎に設置するものとする。 

イ 種別･････U 型雨水桝は、U 型側溝が完備している箇所に、又その他の

箇所については、Ｌ型雨水桝を用いるものとする（別添標準図参照）。 

 

  



（組立マンホールの形状別用途） 

呼び方 形状寸法 用途 

組立0号マンホール 内径 75cm 円形 

小規模な排水又は、起点。他の埋設物の制

約等から組立1号マンホールが設置できな

い場合 

組立1号マンホール 内径 90cm 円形 
管の起点及び500㎜以下の管の中間点並び

に内径400㎜までの管の会合点 

組立2号マンホール 内径 120cm 円形 
内径800㎜以下の管の中間点及び内径500

㎜以下の管の会合点 

組立3号マンホール 内径 150cm 円形 
内径1,100mm以下の管の中間点及び内径70

0㎜以下の管の会合点 

組立4号マンホール 内径 180cm 円形 
内径1,200mm以下の管の中間点及び内径80

0㎜以下の管の会合点 

組立特1号マンホール 60×90cm 楕円 
他の埋設物の制約等から組立1号マンホー

ルが設置できない場合 

 

 （特殊マンホールの形状別用途） 

呼び方 形状寸法 用途 

特1号マンホール 内のり 60×90cm 角形 

土かぶりが特に少ない場所、他の埋設物等

の関係で組立１号マンホールが設置でき

ない場合 

特2号マンホール 内のり 120×120cm 角形 
内径1,000mm以下の管の中間点又は最大内

径1,000mm（流入角度90°）の会合点 

特3号マンホール 内のり 150×120cm 角形 
内径1,200mm以下の管の中間点又は最大内

径1,000mm（流入角度90°）の会合点 

特4号マンホール 内のり 180×120cm 角形 
内径1,500mm以下の管の中間点又は最大内

径1,000mm（流入角度90°）の会合点 

現場打ち管きょ用 

マンホール 
内のり Ｄ1×Ｄ2 角形 

く形きょ、馬てい形きょ及びシールド工法

等による管きょの中間点 

 

(7) 公共汚水桝 

公共汚水桝の設置は、1 戸（1 棟）につき 1 個を原則とし、本管敷設道路の道

路境界から 1.0m 以内の宅地側に設けること（別添標準図参照）。 

  



5 その他 

(1) 開発区域が公共下水道全体計画区域内の場合は、将来の公共下水道管の埋設

スペースとして、2.0m程度の幅を確保すること。なお、スペースの確保が難し

い場合は、別途、下水工務課と協議すること。 

(2) 技術基準にあたっては、下水道施設計画・設計指針と解説(2019年版)による

ものとし、設計指針が改正された場合は指導要綱の取り扱いに準ずるものとす

る。 

(3) 下水道管の埋設標識シート[150mm縦折たたみ(2倍折込)]を下水道管上に、原

則として 40cmの位置に布設すること。 
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